


















　OECD の『国際移民アウトルック 2019』によれば，2017 年に日本に流入し
た外国人の数は約 47 万 5 千人で，ドイツ（約 138 万 4 千人），アメリカ（約





（immigrant students）」の学力や教育政策の成果を分析してきた OECD の最近
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外国人児童生徒等教育施策の EBPM に向けた課題（小池）
















































　文部科学省は，第 3 期（2018 ～ 2022 年度）教育振興基本計画（平成 30（2018）
年 6 月 15 日閣議決定）において，客観的な根拠を重視した教育政策の推進を
掲げ，EBPM（Evidence Based Policy Making: 証拠に基づく政策立案）の推進
等を担う組織として 2018 年 10 月の組織再編で「総合教育政策局」を新設（生
涯学習政策局を改組）した（森田 2019）。EBPM を推進する内閣官房行政改革










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































学省の白書に「外国人児童・生徒」が登場した 1992 年度から 2006 年度までの
施策の変遷を 3 つの時期に分けて整理している。第 1 期は，外国人児童生徒の
教育が「日本語教育の推進」の一環として位置付けられた 1992 年度から 2000




める国際交流」に位置付けられた 2001 年度から 2003 年度まで，第 3 期は，「国
際社会に生きる人材の育成」として海外子女や帰国児童生徒と同列に位置付け
られた 2004 年度から 2006 年度までである。表 2 に，栗原の先行研究を一部再
掲し，直近の 2018 年度までの『文部科学白書』における外国人児童生徒教育
の位置付けの変遷を示す。








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　日本は 1994 年に「児童の権利に関する条約」を批准しており，平成 8（1996）
年 12 月，総務庁行政監察局（当時）は，「外国人子女及び帰国子女の教育に
関する行政監察 < 勧告 >」により，文部省（当時）に対して，1）外国人子女
の円滑な受入れの促進，2）受入れ学校における教育指導の充実等について勧














































　以上，「外国人児童生徒」が白書に登場した 1992 年度から 2018 年度までの
教育施策上の位置付けをまとめると，第 1 期「日本語教育の推進」，第 2 期「相





































①学校生活への適応等（第 1 章第 4 の 2 の（2）のア）
ア　海外から帰国した児童などについては，学校生活への適応を図るとともに，
外国における生活経験を生かすなどの適切な指導を行うものとする。
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政治研究　第 11 号




























































































　さらに，第 5 節で述べた OECD の調査結果からは，就学前教育の重要性が




















　（ 1 ）　 「不就学状態」にある外国人の子どもについては，就学年齢相当の外国籍の子
どもの就学状況に関する初めての全国的な調査が令和元（2019）年に実施され
た。（文部科学省「外国人の子供の教育の更なる充実に向けた就学状況等調査
の実施及び調査結果（速報値）について」令和元年 9 月 27 日





　（ 2 ）　 「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査（平成 30 年度）」の
結果によれば，「日本語指導が必要な児童生徒」の対象であるかの判断について，
「1. DLA（Dialogic Language Assessment, 文部科学省『外国人児童生徒のための
JSL 対話型アセスメント DLA』）や類似の日本語能力測定方法により判定して
いる」と回答した学校（全校種，外国籍の該当児童生徒在籍校 7,753 校，日本
国籍 3,654 校）が 2,549 校，「2. 児童生徒の学校生活や学習の様子から判断して
いる」が 9,376 校，「3. 児童生徒の来日してからの期間を対象基準にしている」
が 3,706 校，「4. その他」が 1,790 校（複数回答可）となっている（文部科学省
2019b）。
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https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/ebpm_kenkyukai/dai7/siryou1.pdf
　一般財団法人自治体国際化協会ニューヨーク事務所（2018）「米国における英語を母












冊 環 24 開かれた移民社会へ』藤原書店， 224-228
















学会年報 19 （0）， 3-21
　末岡加奈子（2014）「グローバル化時代における貧困予防としての『言語力』：オラン
ダの非西洋系児童集中校の事例から」教育学研究 81 （2）， 200-213 
　総務省（2003）「外国人児童生徒等の教育に関する行政評価・監視結果に基づく通知」（平

















02【論説】小池先生.indd   54 2020/03/09   17:54:31
─ 55 ─
　森田正信（2019）「教育行政における EBPM の取組状況について」教育行財政研究 46 
（0）， 25-30
　文部科学省（2018a）『小学校学習指導要領（平成 29 年告示）解説 総則編』東洋館出
版社
　文部科学省（2018b）『中学校学習指導要領（平成 29 年告示）解説 総則編』東山書房
　文部科学省（2019a）『外国人児童生徒受入れの手引【改訂版】』明石書店
　文部科学省（2019b）「『日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査（平







　OASDI（the Ontario Association of School Districts International）（2016）English 
Language Learning （ELL）
http://www.oasdi.ca/English%20Language%20Learning.php
　OECD（2018）Settling In 2018 : Indicators of Immigrant Integration 
http://www.oecd.org/els/mig/Main-Indicators-of-Immigrant-Integration-bw.pdf
　OECD（2019）International Migration Outlook 2019
https://www.oecd.org/migration/international-migration-outlook-1999124x.htm
　　（各 web サイトの最終閲覧日は 2019 年 11 月 30 日）
02【論説】小池先生.indd   55 2020/03/09   17:54:31
